
民法等の規定 

 

○民法（明治二十九年法律第八十九号）（抄） 

  （公益法人の設立） 

第三十四条  祭祀、宗教、慈善、学術、技芸其他公益ニ関スル社団又ハ財

ヲ目的トセサルモノハ主務官庁ノ許可ヲ得テ之ヲ法人ト為スコトヲ得 

 

 

○特定非営利活動促進法（平成十年法律第七号）（抄） 

  （定義） 

第二条 この法律において「特定非営利活動」とは、別表に掲げる活動に

であって、不特定かつ多数のものの利益の増進に寄与することを目的と

う。  

２ この法律において「特定非営利活動法人」とは、特定非営利活動を行

る目的とし、次の各号のいずれにも該当する団体であって、この法律の

により設立された法人をいう。  

  一 次のいずれにも該当する団体であって、営利を目的としないもので

    イ 社員の資格の得喪に関して、不当な条件を付さないこと。 

    ロ 役員のうち報酬を受ける者の数が、役員総数の三分の一以下であ

  二 その行う活動が次のいずれにも該当する団体であること。 

イ 宗教の教義を広め、儀式行事を行い、及び信者を教化育成するこ

的とするものでないこと。 

ロ 政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対することを主た

ものでないこと。 

ハ 特定の公職（公職選挙法 （昭和二十五年法律第百号）第三条 に

をいう。以下同じ。）の候補者（当該候補者になろうとする者を含む

公職にある者又は政党を推薦し、支持し、又はこれらに反対するこ

るものでないこと。 
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別表 （第二条関係）  

一 保健、医療又は福祉の増進を図る活動 

二 社会教育の推進を図る活動 

三 まちづくりの推進を図る活動 

四 学術、文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動 

五 環境の保全を図る活動 

六 災害救援活動 

七 地域安全活動 

八 人権の擁護又は平和の推進を図る活動 

九 国際協力の活動 

十 男女共同参画社会の形成の促進を図る活動 

十一 子どもの健全育成を図る活動 

十二 情報化社会の発展を図る活動 

十三 科学技術の振興を図る活動 

十四 経済活動の活性化を図る活動 

十五 職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活動 

十六 消費者の保護を図る活動 

十七 前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助の

活動 

 

 

○  公益法人の設立許可及び指導監督基準（平成８年９月２０日閣議決定）（抄） 

   

１．目的 

公益法人は、積極的に不特定多数の者の利益の実現を目的とするものでなけれ

ばならず、次のようなものは、公益法人として適当でない。 

(1) 同窓会、同好会等構成員相互の親睦、連絡、意見交換等を主たる目的とする

もの 

(2) 特定団体の構成員又は特定職域の者のみを対象とする福利厚生、相互救済等

を主たる目的とするもの 

(3) 後援会等特定個人の精神的、経済的支援を目的とするもの 


